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１．はじめに  

東日本大震災により、福島県では地震・津波被災

に加え、東京電力福島第一原子力発電所事故により、

震災から４年近くを経過した現在でも約13万人が避

難を余儀なくされている。原子力災害による長期計

画避難者に対しては、福島県内に生活拠点となる災

害公営住宅の整備が課題となっている。 

このため、被災直後より継続的に福島県に対して、

災害公営住宅の計画に係る各種技術支援（指導）を

行っている。また、長期計画避難者のうち災害公営

住宅への入居を希望する者は、高齢者世帯が高い割

合を占めることから、その居住の安定に向けて住ま

いと福祉の連携方策について研究している。 

２．避難市町村の住宅・サービス提供の状況・計画 

 特に長期計画避難を強いられる５町村（浪江町、

双葉町、大熊町、富岡町、飯舘村）について、次の

ような住宅・サービス提供の状況や計画について整

理した。①県内市町村別の避難者数推移、②入居し

ている応急仮設住宅等の立地状況、③設置・運営し

ている高齢者サポートセンターの活動状況（提供サ

ービス内容等）、④社会福祉協議会等による高齢者

の見守りの実施状況、⑤当該住民の入居対象となる

災害公営住宅（長期避難の生活拠点）の立地特性等。 

３．浪江町における仮設住宅から災害公営住宅への

移行と生活支援のサポート提供のイメージ 

浪江町民は約2.1万人が全町避難。県内避難者は約

1.5万人で、福島市（3.5千人）、いわき市（2.6千人）、

二本松市（2.3千人）、郡山市（1.7千人）など各市

町村に拡散して避難している（平成26年6月1日現在）。 

町では、二本松市、本宮市、福島市、桑折町に「高

齢者等サポートセンター」を開設し、応急仮設住宅、

借上住宅等の避難者へ生活サポートを提供している。 

 浪江町避難者を受け入れる災害公営住宅は、福島

市、二本松市、郡山市、いわき市、南相馬市等に整

備が予定されている。受入団地の規模や他市町村と

の関係、既存の生活支援サポートの提供状況から、

災害公営住宅への移行と生活支援のサポート提供の

イメージや課題が異なる。いわき市内での生活拠点

形成のイメージと課題を例示したのが表である。 

表 いわき市内での生活拠点形成のイメージと課題 

 ・受入団地は小～大規模

（８地区）で、全て他の市

町村との共同団地。新た

に自治会づくりを実践。 

・サポートセンターはない

が、浪江町の事業者が市

内で高齢者施設拠点を開

設・運営、これら地域資源

を活かし、町民の生活支

援サービスを提供。 

・社協の生活支援相談員

は引き続き、要配慮世帯

の見守りを実施。 
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・町の負担から、町民への

サービス提供は地域資源

との連携が課題。 

・他市町村との共同入居団

地では、他市町村のサー

ビス提供主体との連携や

自治会づくりが課題。 

・いわき市は、複数市町村

共同入居の団地が多く、

避難町村の負担を補完

するため、他市町村民を

含めた受入市町村全体

のサポート体制の構築が

課題。 

４．住まいと福祉との連携に向けた今後の課題 

 いわき市等の県内都市部では、複数の自治体の避

難者が共同入居する団地が多く形成される。県のコ

ミュニティ交流によるコミュニティ形成支援に加え、

高齢入居者の見守りや介護予防等について、受入自

治体と複数避難自治体の連携が課題である。 
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１．研究の背景 

 本研究は、近年の地震により非構造部材に生じた、

従来はあまり着目されなかった被害を対象に、地震

動により建築構成部材に作用する外力評価及び当該

部材の構造性能検証を行うための試験方法について

検討し、建築構成部材の構造性能検証に資する技術

資料を整備することを目的としている。研究では、

地震被害発生に面外方向の変形・振動の影響が大き

いと推定されるガラススクリーンを対象とした。３

年間の研究課題の中で、強震観測、解析、実大振動

実験等を予定しており、研究２年目の平成26年度は、

ガラススクリーンの実大振動実験を実施した。 

 

２．ガラススクリーンの実大試験 

 実大試験は、写真２に示すようなガラススクリー

ン試験体１体を水平１軸振動台上に作成し、面ガラ

ス（厚さ10mm）の面外方向（法線方向）に加振した。

加振波は、過去にガラススクリーンの被害を生じた

地震で当該被害を生じた地点に近い場所で計測され

た強震記録（2008年の岩手県沿岸北部の地震の際に

JMA二戸で記録された地震波の東西成分（JMA二戸EW）、

2011年東北地方太平洋沖地震の際にJMA仙台で記録

された地震波の南北成分（JMA仙台NS））の振幅レベ 

ルを調整したものを主に用い、正弦波加振や振動特

性を確認するためのランダム波加振も実施した。 

 振動実験に先立って面ガラスの自由振動を計測し、

面外方向の固有振動数が6.1Hzであることを確認し

た。振動実験では、JMA二戸EWを振幅レベルで20～

200％に調整して計７回、JMA仙台NSを同じく20～250

に調整して計８回、加振を行い、面ガラスが面外方

向に大きくはらむ状況を再現したものの、破損には

至らなかった。地震波による加振後を一通り実施後、

振幅一定の正弦波の振動数を連続的に6Hzから8Hzま

で変化させる加振を実施し、7.3Hz付近で面ガラスが

全面的に割れた。高速度カメラで撮影した動画や破

損後のガラスの状況から、損傷の起点は、面ガラス

が大きくはらむ中央部ではなく、隅部と推定される。 

 

３．今年度の検討内容 

 最終年度の平成27年度は、過去２年で実施した強

震観測、解析、実大振動実験等を踏まえて、構造性

能検証に資する技術資料を取りまとめる予定である。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真1 地震時のガラススクリーンの被害例     写真2 試験体全景    写真3 破損直後の面ガラス 
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